


令和８年版観光白書について

観光庁

令和８年７月



令和８年版観光白書の構成

観光白書は観光立国推進基本法第8条に基づき毎年国会に提出。以下の三部で構成。

第Ⅱ部 令和７年度に講じた施策 ／ 第Ⅲ部 令和８年度に講じようとする施策

お

第１章 世界の観光の動向

第２章 日本の観光の動向

第３章 「働いてよし」の観光産業の実現に向けて～宿泊業の人材確保と生産性の向上～（テーマ章）
１ 宿泊業の人材及び生産性の現状と課題
２ 宿泊業の生産性改善と人材確保に向けた取組
３ 「働いてよし」の観光産業の実現に向けて

第Ⅰ部 観光の動向
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日本の観光の動向
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○訪日外国人旅行者数の推移

資料：日本政府観光局（JNTO）資料に基づき観光庁作成。

○ 2025年の訪日外国人旅行者数は4,268万人、同年の訪日外国人旅行消費額は9.5兆円といずれも過去最高。
○ 訪日外国人旅行者数は欧米豪の割合が増加するなど、国・地域の多様化が進展。

○訪日外国人旅行消費額の推移

資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」及び「インバウンド消費動向調査」

試算値
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○訪日外国人旅行者の内訳

資料：日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成
注１：（ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
注２：その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
注３：数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」
注１：2025年は速報値。
注２：三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫」の８都府県をいう。

地方部とは、三大都市圏以外の道県をいう。
注３：（）内は構成比を表している。

○三大都市圏及び地方部の外国人延べ宿泊者数の推移
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○ 宿泊業・飲食サービス業の人手不足を感じている企業の割合は高く、なかでも宿泊施設は７割が人手不足を感じている。
○ 待遇についてみると、賃金や休日数が全産業に比べると少ない。
○ 一人当たり付加価値額でみた労働生産性が全産業に比べて低く、背景には人材投資等の差。

宿泊業の人材及び生産性の現状と課題

○賃金（年間賃金総支給額）の推移

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づき観光庁作成。
注１：賃金＝一般労働者のきまって支給する現金給与額×12＋年間賞与

その他特別給与額より算出。
注２：一般労働者とは、常用労働者のうちパートタイム労働者を除いた者。

○労働生産性（付加価値額÷従業員数）の推移

資料：財務省「法人企業統計調査」に基づき観光庁作成。
注１：労働生産性は付加価値額÷期中平均従業員数から算出。

全産業は金融業及び保険業を除く値。
注２：宿泊業のカッコ内は全産業の労働生産性と比較した場合の比率。

○産業別研修の不実施状況

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」（令和６年度）に基づき観光庁作成。
注１：OFF-JTは、業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練

（研修）。
注２：計画的なOJTは、日常の業務に就きながら行われる教育訓練（OJT）のうち、

教育訓練に関する計画書を作成するなどして教育担当者、対象者、期間、内容
などを具体的に定めて、段階的・継続的に実施する教育訓練。

○年間休日日数

資料：厚生労働省「就労条件総合調査」（令和７年）に基づき観光庁作成。

○雇用人員判断D.I.（「過剰」ー「不足」）の推移

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」に基づき観光庁作成。
注１：雇用人員判断 D.I.（「過剰」－「不足」）。全国ベース。

※プラス:人手が過剰と考えている企業の割合が高い。
マイナス:人手が不足していると考えている企業の割合が高い。
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○宿泊施設における人手不足の状況

資料：2025年12月から2026年１月にかけて宿泊施設を対象に実施したアン
ケート調査結果に基づき観光庁作成。

注１：「小規模施設」は年間売上高が１億円未満、「中規模施設」は１億円
以上10億円未満、「大規模施設」は10億円以上の施設。アンケート調
査に回答のあった522施設のうち、売上高に関する設問に回答のあった
516施設を集計。
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経営指標の分析を踏まえ固定休館日制を導入、
働き方改革及び収益性の改善

（愛知県蒲郡市 ホテル末広）

 

〔主な成果〕

〔取組〕
財務データや曜日別稼働率を分析し、固定休館日制により、経営の効率
化が達成される見込みであることが判明したことや、従業員の働きやすさの
向上も目指し、火～木曜日の週３日固定休館日制を導入
客室の改装や食事メニューの見直しによる高付加価値化
従業員のマルチタスク化の導入による業務効率化を実践。新たな業務を
覚え、マルチ業務に取り組む従業員には手当を支給するなど、人事評価
制度を変更
（例）施設管理などの内務部門の従業員が、皿出しや料理運びなどの簡単な調理部門の業務を兼務

〔主な成果、今後の課題〕

〔取組〕

地域間の繁閑差を生かした人材交流による
宿泊施設の人材確保及び育成実証事業
（（一財）奈良県ビジターズビューロー）

繁忙期における即戦力の確保により、客室稼働率を維持し営業機会損
失を回避
能力の高い人材が交流することによる受入側・送出側双方のサービス品
質の維持・向上
出向先での業務経験によりスキル習得及び出向元への改善提案
現状では実証段階につき、人材の需給のマッチング機能や安定的な事業
運営を行う収益構造の整備が今後の取組の継続・拡大に向けた課題

営業日の縮小により売上げは2/3程度に減少したものの、高付加価値化、
業務効率化により、利益率は15％増加
従業員の働きやすさが改善し、若手人材が安定的に入社
休館日は大型設備の運転を止めるなど、燃料費を削減するとともに、休館
日を活用して施設改修を行うなど、休館日を効果的に活用

▲ 出向先でのサービスの様子
▲ 従業員がマルチタスクに取り組む様子

○ 宿泊業における人手不足を解決していくためには、有形・無形の投資や人材育成を通じて収益性・生産性を高め、繁閑差への対
応力を強化し、その成果を賃金や待遇の改善につなげていくことが重要。

○ 国内における観光が持続的なものとなるように、政府は収益性・生産性の向上や経営効率化、従業員の待遇改善等を通じた国内
人材の担い手確保、観光DXや省力化に向けた設備投資の促進等に対して支援を実施。

生産性

労働環境人材確保

生産性

都道府県DMOが主体となり、奈良県内の宿泊施設と北海道、福井県
の施設間において、観光需要の繁閑差を活かした相互人材シェアリング
の実証事業を実施
（例）2024年11月、北海道内ホテルから奈良県内ホテルへ、飲料スタッフ2名が出向

閑散期の地域の宿泊施設スタッフが、繁忙期の施設に数ヶ月間出向し、
即戦力として業務に従事
異なる宿泊施設で就業経験を積むことによる人材育成、スキルの習得に
も活用

観光庁「宿泊旅行統計調査」 （速報値）
各道県の延べ宿泊者数月平均を100として
指数化

▲ 地域による繁閑差

宿泊業の生産性改善と人材確保に向けた取組（取組事例）
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令和７年度に講じた施策・令和８年度に講じようとする施策

インバウンドの戦略的な誘客と住民生活の質の確保との両立
■地方誘客及び消費拡大に効果の高い
観光コンテンツの充実

■持続可能性を高めるためのインバウンド市場・観光コンテンツの多様化
■観光DX、省力化投資等による生産性向上

■局所的・地域的に生じている混雑・
マナー違反等の個別課題への対応

■地方誘客を進めるための
広域的な体制の整備

観光立国推進基本計画に掲げる３つの柱に基づき、各種施策を推進していく。

■ユニバーサルツーリズムなど多様なニーズへの対応
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バリアフリー客室の整備
（ユニバーサルツーリズムの促進）

スマートごみ箱の設置

自動チェックイン機
（設備投資支援の例）

ワーケーションの推進

国内交流・アウトバウンド拡大 観光地・観光産業の強靱化

■健全な競争環境の整備

■地方部への交通ネットワークの機能強化

国営公園等での自然的・歴史的
景観等の観光資源活用

海外教育旅行を通じた国際交流

■休暇の分散・旅行需要の平準化
■関係人口の創出や二地域居住の促進

■観光復興に向けた再生支援
■国内・海外旅行の需要喚起に向けた機運醸成

地方への送客・ガイド・
ホスピタリティ人材の育成

能登半島地域独自の観光資源を
活用したコンテンツ造成

スマートレーンの導入エコツーリズムの推進
（自然資源の観光活用）



国際観光旅客税の税率は、本年７月１日より現行の1,000円から3,000円に引き

上げ。これに伴い、関係予算は、令和７年度の490億円から1,300億円へと増額。

増額分については、第５次観光立国推進基本計画に掲げる、2030年インバウン

ド数6,000万人、消費額15兆円の政府目標の達成に向け、地方誘客や混雑・マ

ナー違反への対応等オーバーツーリズムの未然防止・抑制等新たな課題への対応に

重点的に充当。

令和８年度予算においては、以下の施策に充当。

上記施策は、いずれも国際観光振興法及び基本方針等に規定する使途の範囲内の

ものであるが、今後とも、引き続き、国際観光旅客税の活用にあたっては、その使

途を含め、国際観光振興法及び基本方針等に基づき、施策の適正性や予算プロセス

の透明性を一層確保の上、行うこととする。

国際観光旅客税について

○ 国際観光旅客の円滑かつ快適な旅行のための環境の整備
オーバーツーリズム対策、円滑な出入国の環境整備、
観光地へのアクセス・観光地内移動手段の整備、
アウトバウンド回復に向けた安全・安心な海外旅行環境の整備等 596億円

○ 我が国の多様な魅力に関する情報の入手の容易化
訪日プロモーション等 92億円

○ 地域固有の文化、自然その他の特性を活用した観光資源の開発及び活用による当該地域における体験及び滞在
の質の向上
文化、国立公園、食、アクティビティ等地域の特性を活かしたコンテンツの造成等 612億円
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